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公布された規則のあらまし

◇鳥取県地域医療強化医師確保奨学金貸付規則

１ 規則の制定理由

県内における医師の確保を図るため、鳥取大学において医学を専攻する者（県内の地域医療に貢献する者を

確保するために設置される特別の入学枠（以下「とっとり医療人養成枠」という。）により入学した者に限

る。）で、将来県内において医師の業務に従事しようとするものに対し、新たに修学上必要な資金（以下「奨

学金」という。）を貸し付ける鳥取県地域医療強化医師確保奨学金制度を創設する。

２ 規則の概要

(１) 目的 鳥取大学において医学を専攻する者（とっとり医療人養成枠により入学した者に限

る。）で、将来県内において医師の業務に従事しようとするものに対し、奨学金を貸し

付けることにより、県内における医師の確保を図ることを目的とする。

(２) 奨学生の

資格

奨学金の貸付けを受けることができる者は、次に掲げる要件を全て備えている者とす

る。

ア 鳥取大学の医学を履修する課程にとっとり医療人養成枠により入学し、同課程に在

学している者であること。

イ 鳥取大学附属病院が管理を行う臨床研修を受けようとする者であること。

ウ 臨床研修を修了した後、県内において鳥取大学附属病院が管理を行う専門研修を受

け、又は知事が別に定める業務（以下「特定業務」という。）に従事しようとする者

であること。

エ 他から同種類の奨学金の貸与又は給与を受けていない者であること。

(３) 奨学金の

額等

ア 奨学金の額 月額12万円

イ 貸付期間 鳥取大学に入学した日の属する月から鳥取大学を卒業する日の属する月

まで

ウ 貸付限度額 奨学金の月額の72月分

エ 貸付方法 毎年度、前期及び後期の２回（それぞれ６月分をまとめて貸付け）

オ 貸付利率 無利子

カ 連帯保証人及び保証人 各１人

(４) 貸付申請 ア 奨学金の貸付けを受けようとする者は、知事が別に定めるところにより、知事に申

請しなければならない。

イ 知事は、アの申請があったときは、その内容を審査し、奨学金を貸し付けるかどう

かの決定をし、申請者に対してその旨を通知するものとする。

(５) 貸付けの

終了

知事は、貸付期間が終了したとき、又は奨学金の貸付額の総額が通算して奨学金の月

額の72月分に達したときは、奨学金の貸付けを終了し、奨学生に対してその旨を通知す

るものとする。

(６) 奨学金の

返還

奨学生は、次のいずれかに該当するときは、その該当することとなった日から１月以

内に奨学金の全額を一括返還しなければならない。

ア 退学等したこと等を理由に奨学金の貸付けを打ち切られたとき。

イ 鳥取大学を卒業した日の属する年度の翌年度の初日から起算して２年（災害、疾病

その他やむを得ない理由により知事が必要と認めたときは、知事がその都度定める期

間）以内に医師国家試験に合格しなかったとき。

ウ 医師国家試験に合格した後、直ちに（災害、疾病その他やむを得ない理由により知

事が必要と認めたときは、知事がその都度定める期間内に）鳥取大学附属病院が管理

を行う臨床研修を受けなかったとき又は当該臨床研修を修了する見込みがなくなった

と認められるとき。
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エ 臨床研修を修了した後、直ちに（災害、疾病その他やむを得ない理由により知事が

必要と認めたときは、知事がその都度定める期間内に）鳥取大学附属病院が管理を行

う専門研修を受けなかったとき又は特定業務に従事しなかったとき。

オ 専門研修を受け、又は特定業務に従事した期間（以下「専門研修等期間」とい

う。）が４年間に達しなかった場合であって、専門研修等期間終了後、直ちに（災

害、疾病その他やむを得ない理由により知事が必要と認めたときは、知事がその都度

定める期間内に）県内の病院又は診療所において医師の業務に従事しなかったとき。

カ 専門研修等期間とオの県内の病院又は診療所において医師の業務に従事した期間が

通算して４年間に達しなかったとき。

(７) 返還債務

の履行の猶予

知事は、奨学生であった者が次のいずれかに該当するときは、奨学金の返還に係る債

務の履行を猶予することができる。

ア 奨学金の貸付けを打ち切られた後も引き続き鳥取大学の医学を履修する課程に在学

しているとき。

イ 鳥取大学附属病院が管理を行う臨床研修を受けていた者であって自らの妊娠、出産

又は育児を理由として当該臨床研修を休止又は中止したもの、鳥取大学附属病院が管

理する専門研修を受けていた者であって自らの妊娠、出産又は育児を理由として当該

専門研修を休止又は中断したもの、特定業務に従事していた者であって自らの妊娠、

出産又は育児を理由として当該特定業務を退職したもの又は県内の病院若しくは診療

所において医師の業務に従事していた者であって自らの妊娠、出産又は育児を理由と

して当該業務を退職したものが次に掲げる期間のいずれかにあるとき。

(ア) 自らの妊娠を理由とした休止、中止若しくは中断又は退職の日から出産の日ま

での間

(イ) 出産の日の翌日から起算して８週間を経過する日までの間

(ウ) ３歳に達しない子を養育している間（(イ)に掲げる期間を除く。）

ウ 育児休業を取得したとき。

エ 介護休業を取得したとき。

オ 災害、疾病その他やむを得ない理由により、奨学金の返還が困難であるとき。

カ アからオまでに掲げるもののほか、知事が特に理由があると認めたとき。

(８) 返還債務

の免除

奨学金の返還及び利息の支払の免除については、貸付金の返還に係る債務の免除に関

する条例の定めるところによる。

(９) 施行期日 この規則は、公布の日から施行する。

◇職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

１ 規則の改正理由

雇用保険法の一部が改正され、基本手当の減額に関する規定が削除されたこと及び就業促進手当のうち就業

手当が廃止されたことに伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 基本手当に相当する退職手当の支給手続に係る規定について、所要の規定の整備を行う。

(２) 就業手当に相当する退職手当に関する規定を削る。

(３) 施行期日は、令和10年10月１日とする(１)に関する事項を除き、公布の日とする。
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規 則

鳥取県地域医療強化医師確保奨学金貸付規則をここに公布する。

令和７年８月５日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第32号

鳥取県地域医療強化医師確保奨学金貸付規則

（目的）

第１条 この規則は、国立大学法人鳥取大学（以下「鳥取大学」という。）において医学を専攻する者（県内の

地域医療に貢献する者を確保するために設置される特別の入学枠（以下「とっとり医療人養成枠」という。）

により入学した者に限る。）で、将来県内において医師の業務に従事しようとするものに対し、修学上必要な

資金（以下「奨学金」という。）を貸し付けることにより、県内における医師の確保を図ることを目的とす

る。

（奨学金の借受者の資格）

第２条 奨学金の貸付けを受けることができる者は、次に掲げる要件の全てを備えている者とする。

(１) 鳥取大学の医学を履修する課程にとっとり医療人養成枠により入学し、同課程に在学している者である

こと。

(２) 国立大学法人鳥取大学医学部附属病院（以下「鳥取大学附属病院」という。）が管理を行う臨床研修

（医師法（昭和23年法律第201号）第16条の２第１項に規定する臨床研修をいう。以下同じ。）を受けよう

とする者であること。

(３) 臨床研修を修了した後、県内において鳥取大学附属病院が管理を行う専門研修（医師が臨床研修を修了

した後に受ける医療に関する専門的な知識及び技能に関する研修をいう。以下同じ。）を受け、又は知事が

別に定める業務（以下「特定業務」という。）に従事しようとする者であること。

(４) 他から同種類の奨学金の貸与又は給与を受けていない者であること。

（奨学金の額等）

第３条 奨学金の額は、月額12万円とする。

２ 奨学金の貸付期間は、鳥取大学に入学した日の属する月から鳥取大学を卒業する日の属する月までとする。

ただし、奨学金の貸付額の総額は、奨学金の月額の72月分を限度とする。

３ 知事は、奨学金を毎年度、前期及び後期の２回、それぞれ奨学金の月額の６月分をまとめて貸し付けるもの

とする。ただし、知事が必要と認めたときは、６月分以下に分けて、又は６月分以上をまとめて貸し付けるこ

とができるものとする。

４ 奨学金は、無利子とする。

（連帯保証人等）

第４条 奨学金の貸付けを受けようとする者は、連帯保証人及び保証人を立てなければならない。

２ 前項の連帯保証人及び保証人は、各１人とし、連帯保証人は、奨学金の貸付けを受けようとする者が未成年

者である場合には保護者、成年者である場合には父母兄姉又はこれに代わる者でなければならない。

（貸付申請）

第５条 奨学金の貸付けを受けようとする者は、知事が別に定めるところにより、知事に申請しなければならな

い。

（貸付けの決定及び通知）

第６条 知事は、鳥取大学の医学を履修する課程にとっとり医療人養成枠により入学した者から前条の申請が

あったときは、その内容を審査し、奨学金を貸し付けるかどうかの決定をし、申請者に対してその旨を通知す

るものとする。

（貸付けの終了）
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第７条 知事は、貸付期間が終了したとき、又は奨学金の貸付額の総額が通算して奨学金の月額の72月分に達し

たときは、これらに該当することとなった月をもって奨学金の貸付けを終了し、奨学生（前条の規定による奨

学金の貸付けの決定及び同条の規定によるその旨の通知を受けた者をいう。以下同じ。）に対してその旨を通

知するものとする。

（貸付けの打切り及び休止）

第８条 知事は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは、該当することとなった日の属する月の翌月分

から奨学金の貸付けを打ち切るものとする。この場合において、当該打ち切られた月以降の月分として既に貸

し付けた奨学金があるときは、直ちにこれを返還させるものとする。

(１) 退学（転学部、転学科を含む。）したとき又は除籍となったとき。

(２) 学業成績又は性行が著しく不良となったとき。

(３) 死亡したとき。

(４) 前３号に掲げるもののほか奨学金の貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められたとき。

２ 奨学生が30日以上休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた日の属する月

の翌月分から、当該休学又は停学の期間に相当するものとして知事が指定する期間内の月の分の奨学金の貸付

けを休止する。この場合において、当該期間内の月の分として既に貸し付けられた奨学金があるときは、その

奨学金は、当該期間の満了する月の翌月以降の月の分として貸し付けられたものとみなす。

３ 知事は、第１項の規定により貸付けを打ち切ったとき、又は前項の規定により貸付けを休止したときは、奨

学生並びにその連帯保証人及び保証人に対してその旨を通知するものとする。

（奨学金の返還）

第９条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当するときは、その該当することとなった日から１月以内に奨学金

の全額を一括返還しなければならない。

(１) 前条第１項の規定により奨学金の貸付けを打ち切られたとき。

(２) 鳥取大学を卒業した日の属する年度の翌年度の初日から起算して２年（災害、疾病その他やむを得ない

理由により知事が必要と認めたときは、知事がその都度定める期間）以内に医師国家試験に合格しなかった

とき。

(３) 医師国家試験に合格した後、直ちに（災害、疾病その他やむを得ない理由により知事が必要と認めたと

きは、知事がその都度定める期間内に）鳥取大学附属病院が管理を行う臨床研修を受けなかったとき又は当

該臨床研修を修了する見込みがなくなったと認められるとき。

(４) 臨床研修を修了した後、直ちに（災害、疾病その他やむを得ない理由により知事が必要と認めたとき

は、知事がその都度定める期間内に）鳥取大学附属病院が管理を行う専門研修を受けなかったとき又は特定

業務に従事しなかったとき。

(５) 鳥取大学附属病院が管理を行う専門研修を受け、又は特定業務に従事した期間を知事が別に定めるとこ

ろにより計算した期間（以下「専門研修等期間」という。）が４年間に達しなかった場合であって、専門研

修等期間終了後、直ちに（災害、疾病その他やむを得ない理由により知事が必要と認めたときは、知事がそ

の都度定める期間内に）県内の病院又は診療所において医師の業務に従事しなかったとき。

(６) 専門研修等期間と前号の県内の病院又は診療所において医師の業務に従事した期間が通算して４年間に

達しなかったとき。

（返還の免除）

第10条 奨学金の返還に係る債務の免除については、貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例（昭和44年鳥

取県条例第35号。以下「条例」という。）の定めるところによる。

２ 条例の規定による奨学金の返還に係る債務の免除を受けようとする者は、知事が別に定めるところにより、

知事にその旨を申請しなければならない。

３ 知事は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、奨学金の返還に係る債務の免除をするかどうかの

決定をし、申請者に対してその旨を通知するものとする。

（返還の債務の履行猶予）
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第11条 知事は、奨学生であった者（奨学金の貸付けを終了した者をいう。以下同じ。）が次の各号のいずれか

に該当するときは、奨学金の返還に係る債務の履行を猶予することができる。

(１) 奨学金の貸付けを打ち切られた後も引き続き鳥取大学の医学を履修する課程に在学しているとき。

(２) 鳥取大学附属病院が管理を行う臨床研修を受けていた者であって自らの妊娠、出産又は育児を理由とし

て当該臨床研修を休止又は中止したもの、鳥取大学附属病院が管理する専門研修を受けていた者であって自

らの妊娠、出産又は育児を理由として当該専門研修を休止又は中断したもの、特定業務に従事していた者で

あって自らの妊娠、出産又は育児を理由として当該特定業務を退職したもの又は県内の病院若しくは診療所

において医師の業務に従事していた者であって自らの妊娠、出産又は育児を理由として当該業務を退職した

ものが、次に掲げる期間のいずれかにあるとき。

ア 自らの妊娠を理由とした休止、中止若しくは中断又は退職の日から出産の日までの間

イ 出産の日の翌日から起算して８週間を経過する日までの間

ウ ３歳に達しない子を養育している間（イに掲げる期間を除く。）

(３) 育児休業を取得したとき。

(４) 介護休業を取得したとき。

(５) 災害、疾病その他やむを得ない理由により、奨学金の返還が困難であるとき。

(６) 前各号に掲げるもののほか、知事が特に理由があると認めたとき。

２ 前項の規定による奨学金の返還に係る債務の履行の猶予を受けようとする奨学生であった者は、知事が別に

定めるところにより、知事にその旨を申請しなければならない。

３ 知事は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、奨学金の返還に係る債務の履行の猶予をするかど

うかの決定をし、申請者に対してその旨を通知するものとする。

（延滞金）

第12条 奨学生であった者は、正当な理由がなく奨学金を返還すべき日までに返還しなかったときは、返還すべ

き日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、その返還すべき奨学金の額に年14.6パーセントの割合と租

税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年8.3パーセントの割合を

加算した割合とのいずれか低い割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金を支払わなければならない。

（届出）

第13条 奨学生及び奨学生であった者は、奨学金の返還を終え、又は債務の免除を受けるまでに次の各号のいず

れかに該当するときは、知事が別に定めるところにより、直ちに知事に届け出なければならない。

(１) 氏名又は住所を変更したとき。

(２) 休学したとき。

(３) 停学又は除籍の処分を受けたとき。

(４) 復学したとき。

(５) 退学したとき、又は転学部若しくは転学科したとき。

(６) 鳥取大学を卒業したとき。

(７) 医師免許を取得したとき。

(８) 臨床研修を開始したとき。

(９) 臨床研修を修了したとき。

(10) 専門研修を開始したとき（専門研修を変更した場合を含む。）。

(11) 専門研修を修了したとき。

(12) 特定業務に従事したとき（特定業務を変更した場合を含む。）。

(13) 特定業務を退職したとき。

(14) 病院又は診療所において医師の業務に従事したとき（勤務している病院又は診療所を変更した場合を含

む。）（専門研修等期間が４年間に達しなかった場合において、県内の病院又は診療所において医師の業務

に従事した場合に限る。）。

(15) 勤務していた病院又は診療所を退職したとき（専門研修等期間が４年間に達しなかった場合において、
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県内の病院又は診療所において医師の業務に従事した場合に限る。）。

(16) 医師の業務を廃止したとき。

(17) 連帯保証人又は保証人がその氏名又は住所を変更したとき。

(18) 第11条第１項第２号の妊娠、出産若しくは育児に係る子が死亡したとき、当該子を養育しなくなったと

きその他当該子の養育状況が変わったとき。

(19) 育児休業を取得したとき。

(20) 介護休業を取得したとき。

２ 連帯保証人は、奨学生が死亡したときは、知事が別に定めるところにより、その旨を知事に届け出なければ

ならない。

３ 奨学生は、連帯保証人若しくは保証人が死亡したとき、又は破産手続開始の申立てその他連帯保証人若しく

は保証人として適当でない事由が生じたときは、新たに連帯保証人又は保証人を立て、知事が別に定めるとこ

ろにより、その旨を知事に届け出なければならない。

（委任）

第14条 この規則の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和７年８月５日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第33号

職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

第１条 職員の退職手当の支給に関する規則（昭和51年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（基本手当に相当する退職手当の支給手続）

第13条 略

２・３ 略

４ 任命権者は、前項の規定による支給申請書の提

出を受けたときは、失業の認定を行うとともに、

雇用保険法第32条から第34条までの規定に準じて

支給の制限を行うべき事実の有無を確認し、退職

手当を支給するとともに、受給資格者証に必要な

事項を記載し、これを受給資格者に返付しなけれ

ばならない。

（基本手当に相当する退職手当の支給手続）

第13条 略

２・３ 略

４ 任命権者は、前項の規定による支給申請書の提

出を受けたときは、失業の認定を行うとともに、

雇用保険法第19条及び第32条から第34条までの規

定に準じて支給の制限を行うべき事実の有無を確

認し、退職手当を支給するとともに、受給資格者

証に必要な事項を記載し、これを受給資格者に返

付しなければならない。

（条例第15条第４項の規則で定める事業）

第13条の２ 条例第15条第４項の規則で定める事業

は、次の各号のいずれかに該当するものとする。

(１) 略

(２) その事業について当該事業を実施する受給

資格者が雇用保険法施行規則（昭和50年労働省

令第３号）第82条の５第１項に規定する再就職

手当（以下「再就職手当」という。）の支給を

受けたもの

(３) 略

（条例第15条第４項の規則で定める事業）

第13条の２ 条例第15条第４項の規則で定める事業

は、次の各号のいずれかに該当するものとする。

(１) 略

(２) その事業について当該事業を実施する受給

資格者が雇用保険法施行規則（昭和50年労働省

令第３号）第82条の５第１項に規定する就業手

当（以下「就業手当」という。）又は同令第82

条の７第１項に規定する再就職手当（以下「再

就職手当」という。）の支給を受けたもの

(３) 略

（就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続）

第23条 受給資格者又は条例第15条第15項に規定す

る者は、次の各号に掲げる退職手当の支給を受け

ようとするときは、当該各号に定める申請書にそ

れぞれ受給資格者証、高年齢受給資格者証又は特

例受給資格者証を添えて任命権者に提出しなけれ

ばならない。ただし、受給資格者証、高年齢受給

資格者証又は特例受給資格者証を提出することが

できないことについて正当な理由があるときは、

これを添えないことができる。

（就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続）

第23条 受給資格者又は条例第15条第15項に規定す

る者は、次の各号に掲げる退職手当の支給を受け

ようとするときは、当該各号に定める申請書にそ

れぞれ受給資格者証、高年齢受給資格者証又は特

例受給資格者証を添えて任命権者に提出しなけれ

ばならない。ただし、受給資格者証、高年齢受給

資格者証又は特例受給資格者証を提出することが

できないことについて正当な理由があるときは、

これを添えないことができる。

(１) 条例第15条第11項第４号の規定による退職

手当のうち就業手当に相当する退職手当 様式
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(１) 略

(２) 略

(３) 略

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

２ 略

第18号の２による就業手当相当退職手当支給申

請書

(２) 略

(３) 略

(４) 略

(５) 略

(６) 略

(７) 略

(８) 略

２ 略

第２条 職員の退職手当の支給に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第18号の２を次のように改める。

様式第18号の２ 削除

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条中職員の退職手当の支給に関する規則第13条の改正規定

は、令和10年10月１日から施行する。


